
第３８期　決算公告

2020年 6月25日

ＰＦＵ北海道株式会社
代表取締役社長　長谷川　謙治

貸  借  対  照  表
（２０２０年３月３１日現在) 

（単位：円）

　　科　　　　目 　　科　　　　目

（資　産　の　部） 2,279,262,121 （負　債　の　部） 1,676,185,656
流動資産 2,137,155,493 流動負債 1,647,921,819

現 金 及 び 預 金 953,331,750 0
受 取 手 形 1,910,000 676,947,935
売 掛 金 1,109,402,261 36,251,100
商 品 及 び 製 品 26,519,014 214,330,129
仕 掛 品 1,871,100 5,100,000
原材料及び貯蔵品 0 16,770,700
前 渡 金 0 67,322,200
繰 延 税 金 資 産 0 627,790,807
未 収 入 金 6,757,776 3,408,948
前 払 費 用 37,249,510 0
そ の 他 114,082 0
貸 倒 引 当 金 0 固定負債 28,263,837

固定資産 142,106,628 16,870,837
有形固定資産 65,999,512 11,393,000

建 物 11,377,843 0
構 築 物 0
機 械 及 び 装 置 0
車 輌 運 搬 具 0 （純 資 産 の 部） 603,076,465
工具器具及び備品 8,121,669 株主資本 603,076,465
土 地 46,500,000 資　本　金 20,000,000
建 設 仮 勘 定 0 資本剰余金 0

無形固定資産 4,136,900 0
ソ フ ト ウ ェ ア 331,200 利　益　剰　余　金 583,076,465
そ の 他 3,805,700 5,000,000

投資その他の資産 71,970,216 578,076,465
投 資 有 価 証 券 0 圧 縮記 帳積 立金 0
関 係 会 社 株 式 0 別 途 積 立 金 418,000,000
敷 金 等 14,509,216 繰 越利 益剰 余金 160,076,465
繰 延 税 金 資 産 56,188,000
そ の 他 1,273,000 評価・換算差額等 0
貸 倒 引 当 金 0 0

　資　産　合　計 2,279,262,121 　負債・純資産合計 2,279,262,121

　金　　　　額　 　金　　　　額　

短 期 借 入 金
買 掛 金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 役 員 賞 与
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
前 受 金
預 り 金
資 産 除 去 債 務

そ の 他 利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

そ の 他

長 期 未 払 金
退 職 給 付 引 当 金
資 産 除 去 債 務

短 期 借 入 金

利 益 準 備 金



個別注記表

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

1. 会社計算規則（平成18年2月7日法務省令第13号、最終改正 令和2年3月31日法務省令第27号）に基づいて計算
   書類を作成している。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
（１）製      品    ････  個別法による原価法
（２）仕  掛  品　  ････  個別法による原価法
（３）材      料    ････  総平均法による原価法
なお、収益性の低下したたな卸資産については、帳簿価額を下げている。

３．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産  ････  定額法
　　耐用年数についてはビジネスごとに実態に応じた回収期間を反映し、次の通り見積もっている。
　　建物及び構築物　　　　２年～５０年
　　機械装置　　　　　　　２年～　９年
　　工具器具及び備品　　　２年～１５年

（２）無形固定資産
　①ソフトウェア
　　・市場販売目的　････　見込有効期間(3年)における見込販売数量に基づく方法
　　・自社利用　　　････　利用可能期間(5年以内)に基づく定額法

４．引当金の計上基準
（１）貸倒引当金
　　売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
　　定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

（２）退職給付引当金
    従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。
　　　・過去勤務債務の処理方法　　　　　　  ････　定額法（10年）
　　　・数理計算上の差異の処理方法　　　  　････　定額法（従業員の平均残存勤務期間）で翌期から処理

（３）役員退職慰労引当金
　　役員の退職慰労金に充てるため、内規による必要額を計上し、長期未払金に振り替えている。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（１）消費税等の会計処理

　税抜き方式による会計処理を行っている。

（２）連結納税制度の適用
　連結納税制度を適用している。

（３）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
グループ通算制度の創設及び移行に合わせた単体納税制度の見直しを含む「所得税法等の一部を改正する
法律」（令和2年法律第8号）が2020年3月に成立したが、当社の繰延税金資産及び繰延税金負債の額につ
いては、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」(実務
対応報告第39号2020年3月31日）第3項に定める取り扱いに従い、改正前の税法の規定に基づいている。

【会計方針の変更に関する注記】

　　該当なし

【表示方法の変更に関する注記】

　　該当なし

【貸借対照表に関する注記】

１．有形固定資産の減価償却累計額    32,619,664 円
２．関係会社に対する短期金銭債権 58,883,371 円
３．関係会社に対する短期金銭債務 583,941,100 円



【損益計算書に関する注記】

１．関係会社との間の取引高
　売　　　上　　　高      511,933,366 円
　仕　　　入　　　高      941,146,980 円

【株主資本等変動計算書に関する注記】

１．当事業年度末における発行済株式の数
　普通株式 400 株

２．当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
以下の記載については、監査報告日以降に代表取締役の承認を得たことに基づき、記載を変更している。

決議 株式の種類 配当金の総額 1株当り配当額 基準日 効力発生日
2020年6月25日
定時株主総会 普通株式 45,560,000 113,900 2020年3月31日 2020年6月26日

なお、配当原資については利益剰余金とすることを予定している。

【税効果会計に関する注記】

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

未払賞与（社会保険料含む） 32,654,000 円
退職給付制度改定特別掛金 10,633,000 円

退職給付引当金繰入限度超過額 3,908,000 円

未払事業税否認 3,892,000 円

未払役員退職慰労金 3,128,000 円

確定拠出年金見積否認 1,043,000 円
固定資産減価償却費超過額否認 447,000 円

未払事業所税 245,000 円

従業員団体留保金 238,000 円
　繰延税金資産小計 56,188,000 円
　評価性引当額 0 円

　繰延税金資産合計 56,188,000 円

　繰延税金負債

該当なし 0 円

　繰延税金負債合計 0 円

　繰延税金資産の純額 56,188,000 円

【リースにより使用する固定資産に関する注記】

貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している固定資産として、車両運搬具（保守拠

点営業車両）とＯＡ機器等があります。

【関連当事者との取引に関する注記】

１．親会社及び法人主要株主等

(単位：円)

属 性 会社等 議決権等の所有 関連当事者 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

の名称 (被所有)割合 との関係

親会社 株式会社ＰＦＵ  被所有 保守サービス業務 保守の売上 511,933,366 売掛金 58,883,371
　直接100.0 % の受託他 未収入金

前受金

保守用品・ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・ 原材料の購入 941,146,980 買掛金 573,011,948
関連機器の購入 未払費用 10,929,152

取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　（注１）当社製品の販売、役務提供についての価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、

　　　　　　　価格交渉の上で決定している。

　　　（注２）原材料、役務の購入については、当該取引会社以外からも複数の見積りを入手し、市場の実勢価格を勘案して

　　　　　　　価格交渉の上で決定している。

　　　（注３）取引金額には消費税等を含めていない。期末残高には消費税等を含めている。



【１株当り情報に関する注記】

１．１株当り純資産額 1,507,691 円　16銭

２．１株当り当期純利益 227,628 円　62銭

【重要な後発事象に関する注記】

該当事項はありません。

【当期純損益金額】

91,051,450 円


